




Transition of outlook on old people in Japan 
: "Baby boom generation" 
 














 日本は 1994 年には高齢社会1に突入した。2006 年には 65 歳以上は 2,660 万人になり、高
齢化率は 20％を超え、超高齢化社会を迎え、5 人に 1 人が高齢者の時代となった。近年では、
1947 年～1949 年に生まれた「団塊の世代」と呼ばれる第 1 次ベビーブームの世代が 65 歳
に達する 2012 年～2014 年にどのような対策を行うのかが問題視されている。それは、この
「団塊の世代」が総人口の約 5.3％という大規模集団であり、65 歳以上の高齢者が年に約 100







































（表 1 参照） 

















 1963 年 職業安定法（緊急失業対策法改正） 
 1966 年 雇用対策法制定職業安定法改正 
 1971 年 中高年齢者等雇用促進法制定（職業安定法改正） 
 1973 年 雇用対策法 
 1976 年 中高年齢者等雇用促進法改正 
 1986 年 中高年齢者等雇用促進法改正（＝高年齢者雇用安定法制定） 
 1990 年 高年齢者雇用安定法改正 
 1994 年 高年齢者雇用安定法改正雇用保険法改正 
 1996 年 高年齢者雇用安定法改正 
 2000 年 高年齢者雇用安定法改正 
 2003 年 高齢者雇用安定法改正 











































































「団塊の世代」が退職する 2012 年から 2014 年には、100 万人を超える数が「高齢者」とな




実際に、60 歳を過ぎても働く高齢者は多い。2008 年 4 月には高齢者が企業で働く人口が
200 万人を突破している15。2007 年度の高齢社会白書によると、高齢者の就業状況について
￥、男性の場合、就業者の割合は、55～59 歳で 90.1％、60～64 歳で 68.8％、65～69 歳で
49.5％と なっており、60 歳を過ぎても、多くの高齢者が就業している。また、不就業者で
あっても、60～64 歳の不就業者（31.2％）のうち５割以上の者が、 65～69 歳の不就業者
（50.5％）のうち 4 割以上の者が、それぞれ就業を希望しているというデータを出している。
女性についても、就業者の割合は、55～59 歳で 62.2％、60～64 歳で 42.3％、65～69 歳で
28.5％となっている。また、不就業者であっても、 55～59 歳の不就業者（37.8％）及び 60
～64 歳の不就業者（57.7％）のうち３割以上の者が、65～69 歳の不就業者（71.5％）のう























ごろは約 3 割であったが、進学時・就職時に都市へ移住 したことで、2005 年には約半数が






































                                                          
注 
1 高齢化率が 7％を超えると「高齢化社会」、14％を超えると「高齢社会」と呼ばれている。 
2 国立社会保障・人口問題研究所編『日本の将来推計人口』国立社会保障・人口問題研究所、
2007 年 

















15 日本経済新聞 2008 年 4 月 18 日号 
16 内閣府編『高齢社会白書』平成 19 年度版（前掲、p.45）。 
17 内閣府編『高齢社会白書』平成 19 年度版、ぎょうせい、p.17。 
18 同前、p. 17。 
19 同前。 
20 同前、p.18。 
21 渋谷淑子「伝統と社会変化の中で」（渋谷淑子編『老いと家族』ミネルヴァ書房、2000 年、
p.294）。 
22 鎌田とし子「老人問題と老人福祉」（湯沢雍彦他編『社会学セミナー３――家族・福祉・
教育』有斐閣、1974 年、p.189）。 
